
○共 同企 業 体事務 処理 要 領  

平 成４ 年９ 月１ 日  

要 領  

改 正　 平成 ２５ 年２ 月１ 日  

平 成３ ０年 ２月 １９ 日  

平 成３ １年 ３月 １１ 日  

令 和元 年７ 月１ 日  

令和 ８年 ９月 １６ 日  

（趣 旨）  

第１ 条　 こ の要領 は、共同 企業 体取 扱要 綱（ 平成 ４年 ９月 １日 施

行）に 規定 す る特定 共同 企業 体の 資格 審査 等に つい て必 要な 事

項を 定め る ものと する 。  

（対 象工 事 の指定 ）  

第２ 条　 対 象工事 の指 定 は 、廿 日市 市競 争入 札参 加者 審査 会（ 以

下「 審査 会 」とい う。 ） の審査 を経 る ことを 要す る。  

２　 当該 工 事を主 管す る 課長 （ 以下 「 主管課 長」 とい う 。 ）は 、

対象 工事 の 指定理 由等 を 記入し た工 事 概要書 （別 記様 式第 １

号） によ り 、審査 会に 付 議しな けれ ば ならな い。  

（説 明）  

第３ 条　 市 長は、特 定共同 企業 体の 結成 につ いて 、次 の各 号に 掲

げる 事項 を 特定建 設工 事 共同企 業体 結 成説明 書（別 記様 式第 ２

号） によ り 、説明 する も のとす る。  

（１ ）　 工事の 概要 等（工 事名 、工事 場所 、予定 工期 、工事 概

要）  

（２ ）　 特 定共同 企業 体 の名称  

（３ ）　 特 定共同 企業 体 の構成 に係 る 事項 （ 構成 員と 組合 せ 、

出資 比率 、 代表者 要件 ）  

（４ ）　特 定 共同企 業体 の資 格審 査を 受け るた めに 必要 な書 類



の提 出に 係 る事項 （提 出 すべき 一式 書 類の内 容、 提出 部数 、

提出 先、 受 付期間 ）  

（５ ）　 そ の他市 長が 必 要と認 める 事 項  

２　 市長 は 、説 明の開 催日 時 、場所 等に つい て、公告 する もの と

する 。  

３　 市長 は 、第１項 各 号に 掲げる 事項 に ついて 、公 告した 場合 は、

説明 を省 略 するこ とが で きるも のと す る。  

（資 格審 査 等）  

第４ 条　 資 格審査 を受 け ようと する 特 定共同 企業 体は 、資 格審 査

申請 書（別 記様 式第 ３号 ）に次 に掲げ る 書類（ 以下「資 格審 査

申請 書等 」と 総称す る。）を 添付 して 市長 に提 出し なけ れば な

らな い。  

（１ ）　 特 定建設 工事 共 同企業 体協 定 書（別 記様 式第 ４号 ）  

（２ ）　 委任 状（ 権限 を 支店長 等に 委任 する 場合 に限る 。別 記

様式 第５ 号 ）  

（３ ）　 委 任状（ 別記 様 式第６ 号）  

（４ ）　 使 用印鑑 届（ 別 記様式 第７ 号 ）  

（５ ）　 技術 修得 (計 画・報告 )書（共 同企 業体 取扱 要綱 別表 ２

に掲 げる 第 ２位等 級以 下 に格付 けさ れ た業者 が構 成員 とし て

特定 共同 企 業体の 資格 認 定を受 けよ う とする 場合 に限 る。 別

記様 式第 ８ 号 )  

２　 市長 は 、資格 審 査申請 書等 の提 出期 限等 につ いて 、公 告す る

もの とす る 。  

３　 市長 は 、第 １項の 規定 によ り提 出さ れた 資格 審査 申請 書等 に

よっ て資 格 審査を 行い 、審査 の結 果適 格と 判断 され た者 を特 定

建設 工事 共 同企業 体入 札 参加資 格を 有 する者 とし て認 定す る

もの とす る 。  

４　 市長 は 、認 定結果 を特 定建 設工 事共 同企 業体 入札 参加 資格 認



定通 知書（別 記様 式第９ 号 ）によ り当 該特 定共 同企 業体 の代 表

者に 通知 す るもの とす る 。  

（認 定の 有 効期間 ）  

第５ 条　 前 条第３ 項の 規 定によ る認 定 は 、当 該認 定の 対象 とな っ

た工 事及 び これに 附帯 す る事業 につ い てのみ 有効 なも のと す

る。  

２　 特定 共 同企業 体の 認 定の有 効期 間 は、次 のと おり とす る。  

（１ ）　 対象 工事 につき 、市 と請 負契 約を 締結 した 特定 共同 企

業体 につ い ては、 認定 日 から市 長が 当 該共同 企業 体の 解散 を

承認 した 日 までと する 。  

（２ ）　対 象 工事の 請負 契約 の相 手方 とな らな かっ た特 定共 同

企業 体に つ いては 、当 該 工事の 請負 契 約が締 結さ れた 日ま で

とす る。  

（受 注後 の 手続）  

第６ 条　 発 注工事 を受 注 した特 定共 同 企業体 の代 表者 は 、当該 工

事に 係る 共 同企業 体運 営 委員会 を設 置 し 、次の 事項 に係 る文 書

を速 やか に 市長に 提出 し なけれ ばな ら ない。  

（１ ）　 共 同企業 体編 成 表（別 記様 式 第１０ 号）  

（２ ）　 諸 規程  

（３ ）　 技 術者等 の名 簿 （別記 様式 第 １１号 ）  

（４ ）　 そ の他市 長が 必 要と認 める 事 項  

２　 市長 は 、前項 の 規定に より 提出 され た文 書を 審査 の上 、適 正

かつ 円滑 な 共同施 工に 支 障があ ると 認 めると きは 、下請 負人 あ

るい は技 術 者の変 更、諸 規程 等の 訂正 等を 求め るな ど適 切に 指

導し なけ れ ばなら ない 。  

３　 市長 は 、工事 期 間中 、適正 かつ 円滑 な共 同施 工が 行わ れて い

ない と認 め るとき は、当 該 特定 共同企 業 体に 対し、速や かに 是

正す るよ う 指示す るも の とする 。  



４　 当該 特 定共同 企業 体 が前項 の規 定 による 指示 に従 わな いと

きは 、そ の 旨を市 長に 報 告する もの と する。  

（特 定共 同 企業体 に対 す る契約 上の 相 手方等 ）  

第７ 条　 工 事の監 督、請負 代金 の支 払等 契約 に基 づく 行為 につ い

ては 、す べて 特定 共同企 業 体の 代表者 を 相手 方とし 、代 表者 へ

通知 した 事 項は、 他の 構 成員に も通 知 したも のと みな す。  

（そ の他 ）  

第８ 条　 こ の要領 に定 め のない 事項 に ついて は 、市長 が別 に定 め

る。  

　　 　附 　 則  

　　 この 要 領は、 平成 ４ 年９月 １日 か ら施行 する 。  

　　 　附 　 則  

　こ の要 領 は、平 成９ 年 １０月 １日 か ら施行 する 。  

　　 　附 　 則  

　こ の要 領 は、平 成１ １ 年４月 １日 か ら施行 する 。  

　　 　附 　 則  

　こ の要 領 は、平 成２ ０ 年４月 １日 か ら施行 する 。  

　　 　附 　 則  

　こ の要 領 は、平 成２ ４ 年６月 １日 か ら施行 する 。  

　　 　附 　 則（平 成２ ５ 年２月 １日 ）  

　こ の要 領 は、平 成２ ５ 年４月 １日 か ら施行 する 。  

　　 　附 　 則（平 成３ ０ 年２月 １９ 日 ）  

　こ の要 領 は、平 成３ ０ 年４月 １日 か ら施行 する 。  

　　 　附 　 則（平 成３ １ 年３月 １１ 日 ）  

　こ の要 領 は、平 成３ １ 年４月 １日 か ら施行 する 。  

　　 　附 　 則（令 和元 年 ７月１ 日）  

　こ の要 領 は、令 和元 年 ７月１ 日か ら 施行す る。  

附　 則（ 令 和８年 ９月 １ ６日）  



この 告示 は 、令和 ８年 １ ０月１ 日か ら 施行す る。  

 

 

 



（別記） 

様式第１号（第２条関係） 

 

特定建設工事共同企業体の指定工事概要書 

 

 

（注）１　対象工事の種類は、該当しないものを抹消すること。 

　　　２　組合せは、格付業者同士の場合のみ記載すること。 

（例　Ａ・Ａ、Ａ・Ａ・Ｂ） 

 

備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。

 
主 管 課 名 工事担当課名

 
路線・河川名等 概 算 設 計 額 約　　　　　億円

 

対象工事

工　種 土木一式工事・建築一式工事・設備工事

 
工事名

 
工 事 場 所 廿日市市

 

予 定 工 期

議会議決の日の翌日から 
　　　　　　　　　　　　日間 

　年 　月 　日まで

入札予定 

年 月 日
　 年 　月 　日

 

工 事 概 要

 

対 象 工 事 に 

 

指 定 す る 理 由

技術的難度

 

工　　　法

 

そ の 他

 
構 成 員 数 組 合 せ 最小出資比率

 
社構成 　　　 ％以上



様式第２号（第３条関係） 

 

 

特定建設工事共同企業体の結成説明書 

 

 

○○○○工事を共同請負（共同施工方式）により実施します。 

この工事の入札に参加を希望する者は、次の事項により共同企業体を結成し、特定建設工

事共同企業体入札参加資格審査申請書を提出してください。 

 

 

１　入札方式 

条件付一般競争入札 

２　工事の概要 

公告のとおり 

３　共同企業体の名称 

○○建設・□□建設・△△建設○○○○工事特定建設工事共同企業体 

４　結成要件 

公告のとおり 

５　特定建設工事共同企業体入札参加資格審査申請書の提出 

(1)　特定建設工事共同企業体入札参加資格審査申請書（別記様式第３号）に次の書類を添

付して提出すること。　　 

①　特定建設工事共同企業体協定書（別記様式第４号） 

②　委任状（権限を支店長等に委任する場合に添付。別記様式第５号） 

③　委任状（別記様式第６号） 

④　使用印鑑届（別記様式第７号） 

⑤　技術修得(計画・報告)書（別記様式第８号） 

　　　　（第２等級以下に格付けされた業者が構成員として特定共同企業体の資格認定を受けようとする 

　　　場合に添付。)  

(2)　提出部数 

　　　　部（特定建設工事共同企業体協定書は、写しでも可とする。） 

(3)　提出期限 

　公告のとおり 

(4)　提出先 

廿日市市　　　部　　　課 

６　その他 

特定建設工事共同企業体入札参加資格審査申請書等に記載する名称は、３の共同企業体の

名称を使用すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。



 

様式第３号（第３条関係） 

 

特定建設工事共同企業体入札参加資格審査申請書 

 

　　年　　月　　日 

 

廿　日　市　市　長　　様 

 

 

申請者　　共同企業体の名称 

 

 

代表者　所在地 

 

 

商号 

 

 

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　 

 

 

構成員　所在地 

 

 

商号 

 

 

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　 

 

 

構成員　所在地 

 

 

商号 

 

 

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　 

 

 

 

この度、貴市発注の○○○○工事（工事場所○○○○）の入札に参加するため、構成員の

連帯責任により共同施工を行う共同企業体を結成しましたので、関係書類を添えて申請しま

す。 

なお、この入札参加資格審査申請書及び添付書類の全ての記載事項は、事実と相違ないこ

とを誓約します。 

 

 

 

 

 

備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。



様式第４号（第４条関係） 

 

特定建設工事共同企業体協定書 

 

（目的） 

第１条　当共同企業体は、次の事業を共同連帯して営むことを目的とする。 

(1)　廿日市市（以下「発注者」という。）の発注に係る○○○○工事（当該工事内容の変

更に伴う工事を含む。以下、単に「建設工事」という。）の請負 

(2)　前号に附帯する事業 

（名称） 

第２条　当共同企業体は、○○建設・□□建設・△△建設○○○○工事特定建設工事共同企 

　　　業体（以下「企業体」という。）と称する。 

（事業所の所在地） 

第３条　当企業体は、事務所を○○市○○区○○町○○番地（○○建設株式会社内）に置く。 

（成立の時期及び解散の時期） 

第４条　当企業体は、　　年　　月　　日に成立し、建設工事の請負契約の履行後発注者の

承諾を得るまでの間は、解散することができない。 

２　建設工事を請負うことができなかったときは、当企業体は、前項の規定にかかわらず、

当該建設工事に係る請負契約が締結された日に解散するものとする。 

（構成員の住所及び名称） 

第５条　当企業体の構成員は、次のとおりとする。 

　　　　　○○県○○市○○町○○番地 

　　　　　　○○建設株式会社 

　　　　　○○県○○市○○町○○番地 

　　　　　　□□建設株式会社 

　　　　　○○県○○市○○町○○番地 

　　　　　　△△建設株式会社 

（代表者の名称） 

第６条　当企業体は、○○建設株式会社代表取締役○○○○を代表者とする。 

２　前項の代表者の退任の場合は、当企業体は、新代表者を選任して、これを発注者に通知

するものとする。 

３　前項の通知前に従前の代表者が建設工事に関し、なした行為については、当企業体はこ

れを有効とし、発注者に対しその責めに任ずるものとする。 

（代表者の権限） 

第７条　当企業体の代表者は、建設工事の施工に関し当企業体を代表してその権限を行うこ

とを名義上明らかにした上で、次の権限を有するものとする。 

(1)　発注者及び監督官庁等と折衝する権限 

(2)　請負代金（前払金及び部分払金を含む）の請求、受領に関する一切の権限 

(3)　当企業体に関する財産を管理する権限 

（構成員の出資割合） 

第８条　各構成員の出資の割合は、次のとおりとする。ただし、当該建設工事について発注

者と契約内容の変更増減があっても、構成員の出資の割合は変わらないものとする。 

　　○○建設株式会社　　○○％ 

　　□□建設株式会社　　○○％ 

　　△△建設株式会社　　○○％ 



２　金銭以外のものによる出資については、時価を参しゃくのうえ構成員が協議して評価す

るものとする。 

（運営委員会） 

第９条　当企業体は、構成員全員をもって運営委員会を設け、組織及び編成並びに工事の施

工の基本に関する事項、資金管理方法、下請企業の決定その他の当企業体の運営に関する

基本的かつ重要な事項について協議の上決定し、建設工事の完成に当たるものとする。 

（構成員の責任） 

第 10 条　各構成員は、建設工事の請負契約の履行及び下請契約その他の建設工事の実施に伴

い当企業体が負担する債務の履行に関し、連帯して責任を負うものとする。 

（取引金融機関） 

第 11 条　当企業体の取引金融機関は、○○銀行とし、共同企業体の名称を冠した代表者名義

の別口預金口座によって取引するものとする。 

（決算） 

第 12 条　当企業体は、工事竣工の都度当該工事について決算するものとする。 

（利益金の配当の割合） 

第 13 条　決算の結果利益を生じた場合は、第８条に規定する出資の割合により構成員に利益

金を配当するものとする。 

（欠損金の負担の割合） 

第 14 条　決算の結果欠損金を生じた場合は、第８条に規定する出資の割合により構成員が欠

損金を負担するものとする。 

（権利義務の譲渡の制限） 

第 15 条　本協定書に基づく権利義務は他人に譲渡することはできない。 

（工事途中における構成員の脱退に対する措置） 

第 16 条　構成員は、発注者及び構成員全員の承認がなければ、当企業体が第４条第１項に規

定する解散の日まで脱退することができない。 

２　構成員のうち工事途中において前項の規定により脱退した者がある場合においては、残

存構成員が共同連帯して建設工事を完成する。 

３　第１項の規定により構成員のうち脱退した者があるときは、残存構成員の出資割合は、

脱退構成員が脱退前に有していたところの出資の割合を、残存構成員が有している出資の

割合により分割し、これを第８条に規定する割合に加えた割合とする。 

４　脱退した構成員の出資金の返還は、決算の際行うものとする。ただし、決算の結果欠損

金を生じた場合には、脱退した構成員の出資金から構成員が脱退しなかった場合に負担す

べき金額を控除した金額を返還するものとする。 

５　決算の結果利益を生じた場合において、脱退構成員には利益金の配当は行わない。 

（構成員の除名） 

第 16 条の２　当企業体は、構成員のうちいずれかが、工事の途中において重要な義務の不履

行その他の除名し得る正当な事由を生じた場合においては、他の構成員全員及び発注者の

承認により当該構成員を除名することができるものとする。 

２　前項の場合において、除名した構成員に対してその旨を通知しなければならない。 

３　第１項の規定により構成員が除名された場合においては、前条第２項から第５項までを

準用するものとする。 

（工事途中における構成員の破産又は解散に対する措置） 

第 17 条　構成員のうちいずれかが工事途中において破産又は解散した場合においては、第 1

6 条第２項から第５項までを準用するものとする。 

（代表者の変更） 



第 17 条の２　代表者が脱退若しくは除名された場合又は代表者としての責務を果たせなくな

った場合においては、従前の代表者に代えて、他の構成員全員及び発注者の承認により残

存構成員のうちいずれかを代表者とすることができるものとする。 

（解散後の瑕疵担保責任） 

第 18 条　当企業体が解散した後においても、当該工事につき瑕疵があったときは、各構成員

が共同連帯してその責に任ずるものとする。 

（協定書に定めのない事項） 

第 19 条　この協定書に定めのない事項については、運営委員会において定めるものとする。 

 

　○○建設株式会社外○社は、上記のとおり○○建設・□□建設・△△建設○○○○工事特 

定建設工事共同企業体協定を締結したので、その証拠としてこの協定書○通を作成し、各通 

に構成員が記名捺印し、各自所持するものとする。 

 

　　　　年　　月　　日 

 

○○建設株式会社 

代表取締役　○　○　○　○　㊞ 

 

□□建設株式会社 

代表取締役　○　○　○　○　㊞ 

 

△△建設株式会社 

代表取締役　○　○　○　○　㊞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。



 

様式第５号（第４条関係） 

 

 

委　　　　任　　　　状 

 

 

 

　私は、廿日市市が発注する○○○○工事において、○○建設株式会社○○支店長○○○を 

代理人と定め、次の権限を委任します。 

 

 

 

１　特定建設工事共同企業体の結成に関する一切の件 

 

２　見積り、入札に関する一切の件 

 

３　前項に関する復代理人の選任の件 

 

４　工事請負契約の締結及び履行に関する件 

 

５　工事請負代金の請求及び受領の件 

 

６　特定建設工事共同企業体に関する財産の管理の件 

 

 

　　年　　月　　日 

 

 

廿　日　市　市　長　　様 

 

 

委任者　所在地 

 

商号 

 

代表者　　　　　　　　　　　　　　　　㊞ 

 

 

 

受任者　所在地 

 

商号 

 

支店長名　　　　　　　　　　　　　　　㊞ 

 

 

 

 

 

 

備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。



様式第６号（第４条関係） 

 

 

委　　　　任　　　　状 

 

 

　　　年　　月　　日 

 

 

廿　日　市　市　長　　様 

 

 

委任者　共同企業体の名称 

構成員　所在地 

商号 

代表者名　　　　　　　　　　　　　　㊞ 

 

 

構成員　所在地 

商号 

代表者名　　　　　　　　　　　　　　㊞ 

 

 

私は、次の者を代理人と定め、貴市発注の次の工事の入札及び復代理人の選任に関する一

切の権限を委任します。 

 

 

１　工 事 名 

 

２　工 事 場 所　 

 

３　受 任 者 

 

 

共同企業体の名称 

 

　　　　　代表者　 所在地 

 

　　　　　　　　　　 商号 

 

　　　　　　　　　　 代表者　　　　　　　　　　　　　　　　㊞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。 



様式第７号（第４条関係） 

 

使　用　印　鑑　届 

 

 

　　　年　　月　　日 

 

 

 

廿　日　市　市　長　　様 

 

 

共同企業体の名称 

 

代表者　所在地 

 

商号 

 

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　㊞ 

 

 

 

次の印鑑を○○○○工事に係る入札、見積り、契約の締結並びに請負代金の請求及び受領

のために使用したいので、お届けします。 

 

 

 

 

 

使用印　 　　　　　　　使用印　　　　　　　 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。 

 



様式第８号（第４条関係） 

 

技術習得（計画・報告）書 

 

　　年　　月　　日 

 

廿　日　市　市　長　　様 

 

 

 

所 在 地 

商号又は名称 

許 可 番 号　（大臣・知事第 　　　　　　　　　号） 

代 表 者 名 

（共同企業体の名称）（　　　　　  　　　　　　　　　　） 

 

 

１　工事概要及び配置（予定）技術者の状況等 

 

 

 

 

 

備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。 

 
工 事 名

 
施 工 場 所

 
工 事 内 容

 
工 期 　年　 月　 日から　　　 年 　月 　日まで〔総作業（予定）日数約　　日〕

 
配置（予定）技術者 氏名：　　　　　　　　　　　　　　　（年齢　　　　歳）（実務経験　　　　年）

 

工 事 従 事 

(予定)技術 

者 総 数

技 術 者 の 配 置 実 人 数 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人

 
技術者の配置総延べ人数 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人

 

工 事 従 事 

(予定)作業 

員 総 数

作 業 員 の 配 置 実 人 数 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人

 
作業員の配置総延べ人数 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人



２　技術習得（予定）内容等　　　〔記入者：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕 

 

 

注）１　この（計画・報告）書については、第２等級以下に格付けされた業者及び第２等級以下に格付けされ

た業者の配置（予定）技術者が当該業者の内容について記入・作成し、共同企業体の代表者の承認を受

けたうえで、提出すること。 

　　２　２の習得内容等については、配置（予定）技術者本人が記入すること。 

　　３　計画書の場合は、その時点で把握できる内容・技術取得の希望内容等を中心に記入すること。 

　　４　報告書の場合は、計画の段階から工事の実施の階段を含めて、技術的に気づいた点、今後において役

立つ点及び反省する点等について自由に記入すること。 

　　５　報告書には、施工体制台帳の写し及び施工体系図の写しを添付すること。 

　　６　記入欄だけでは書ききれない場合には、別紙に記入して添付すること。 

　　７　参考資料については、適宜自由に添付すること。 

 

 

 

 

 

備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。

 区　　分 記入上の着眼点 新技術等の施工における技術的習得（予定）内容等

 施工監理 

《施工計画・

工程管理》

現地調査等による 

地形・設計条件等 

の把握内容

 計画準備内容 

(仮設備、本体工事、安

全対策、環境対策、機

械設備計画等)

 その他の内容等 

(打合せ方法、下請及び

作業員動員計画作成、

施工体制台帳等作成)

 現場管理 

《現場管理・

安全管理》

大型機械等の現場管

理・品質管理等の内容

 交通処理・交通安全施

設の管理・安全教育内

容等

 
通常工事の場合と比較しての特記事項



〔技術習得（計画・報告）書添付書類〕 

 

従事（予定）技術者名簿 

 

（商号又は名称：　　　　　　　　　　　　　　） 

 

（工 事 名：　　　　　　　　　　　 　　） 

 

 

注）１　配置（予定）技術者も含めて記入してください。 

　　２　技術習得（計画・報告）書を提出の際に、添付してください。 

　　３　資格欄については、「２級土木施工管理技士」など資格名を記入してください。 

　　４　工事従事延日数欄については、当該工事についての従事予定又は従事した日数を記入してください。 

 
 
 
 
 
 

備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。

 
番号 氏　　名　（　生　年　月　日　） 資　　　　　格 工事従事延日数

 
１ （　 ・ 　・ 　生） 日

 
２ （　 ・ 　・ 　生） 日

 
３ （　 ・ 　・ 　生） 日

 
４ （　 ・ 　・ 　生） 日

 
５ （　 ・ 　・ 　生） 日

 
６ （　 ・ 　・ 　生） 日

 
７ （　 ・ 　・ 　生） 日

 
８ （　 ・ 　・ 　生） 日

 
９ （　 ・ 　・ 　生） 日

 
10 （　 ・ 　・ 　生） 日

 
11 （　 ・ 　・ 　生） 日

 
12 （　 ・ 　・ 　生） 日

 
13 （　 ・ 　・ 　生） 日

 
14 （　 ・ 　・ 　生） 日

 
15 （　 ・ 　・ 　生） 日



様式第９号（第４条関係） 

 

特定建設工事共同企業体入札参加資格認定通知書 

 

（元号）　　年　　月　　日 

 

共同企業体の名称 

（共同企業体の代表者）　　様 

 

廿　日　市　市　長 

　　 〒738-8501 

廿日市市下平良一丁目 11 番１号 

契　約　課 

 

 

（元号）　　年　　月　　日付けで申請のこのことについては、次のとおり認定しました。 

なお、当該申請書の記載事項に変更のあったときは、遅滞なく変更届を提出してください。 

１　認定した資格 

工事の種類 

格付等級 

２　認定の有効期間 

(1)　対象工事につき、市と請負契約を締結した共同企業体については、認定した日から当

該共同企業体の解散を発注者が承認した日まで 

(2)　当該工事の請負契約の相手方とならなかった共同企業体については、当該工事の請負

契約が締結された日まで 

３　認定の無効等 

(1)　認定の有効期間内に認定した工事の種類につき、共同企業体の代表者が建設業法（昭

和 24 年法律第 100 号）第３条第３項並びに第 29 条及び第 29 条の２の規定によって建

設業の許可の効力を失ったときは、１の資格は無効とする。 

(2)　次に掲げるいずれかの事項に該当するときは、１の資格を取り消し又は変更すること

がある。 

ア　特定建設工事入札参加資格審査申請書及び添付書類の記載事項に偽りがあるとき 

イ　地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当したとき 

４　下請契約の制限 

　　共同企業体の個々の構成員と下請契約を締結することは禁止する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。 



様式第１０号（第６条関係） 

 

共　同　企　業　体　編　成　表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （　名　称　） 

共同企業体運営委員会

委員長　　　　　　　　　　　　（　　　　　　建設株式会社） 

委　員　　　　　　　　　　　　（　　　　　　建設株式会社）

 
共同企業体工事事務所

 
所　長　　　　　　　　　　　（　　　　　　建設株式会社）

 
工務長　　　　　　　　　　　（　　　　　　建設株式会社） 事務長　　　　　　　　　　　　（　　　　　　建設株式会社）

 
工務主任（班長）TEL 事務主任（班長）TEL

 
氏　　　　名 会　　　　　社　　　　　名 氏　　　　名 会　　　　社　　　　名

 

 
工務係TEL 事務係TEL

 
氏　　　　名 会　　　　　社　　　　　名 氏　　　　名 会　　　　社　　　　名

 



様式第１１号（第６条関係） 

 

技　術　者　等　の　名　簿 

　　年　　月　　日 

　廿　日　市　市　長　　様 

共同企業体の名称 

代表者　所在地 

商号 

代表者名　　　　　　　　　　　　　 

技術者等の状況について、名簿を提出します。 

（注）１　技術者は、共同企業体に属する全ての技術者を記載すること。 

　　　２　役職名は、共同企業体における役職名を記載すること。また、請負代金は百万円未満の額を四捨五入して、百万円単位で記載すること。 

　　　３　国家資格の種類は、請負工事に対応する国家資格についてのみ記載すること。１級及び２級の資格を併せて取得している者については、１級

の資格を記載すること。また、技術者にあっては選択科目名を記載すること。 

　　　４　経験は、請負工事と同種の工事で過去５年以内に、技術者にあっては現場代理人、監理技術者又は主任技術者として、また安全衛生及び雇用

管理責任者にあってはその責任者として経験した工事のうち、請負代金の最も大きい工事について記載すること。

 　　　　 内　容 

 

区　分

氏　　　　　　　名 国　家　資　格 施　工　監　督　等　の　経　験

 
所 属 会 社 名 役職名 氏　　　名 種　　類 免許番号 発注者名 工 事 名 請負代金 経験内容（工事の内容等）

 

技　　術　　者

 

 

 

 

 

 
安全衛生責任者

 
雇用管理責任者


